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研究成果の概要（和文）：(１）環境政策形成史の研究については、主に以下のような領域で成果を得ることが
できた。 ①環境経済学の発展過程における「宮本経済学」の意義。　②法理論と環境政策の相互連関。　③新
たな地域政策の展開過程の環境政策への影響。　④コミュニティ政策・住民参加の発展と環境政策の相互作用。
（２）今後の環境政策の発展に貢献し得る研究では、主に以下のような領域で成果を挙げることができた。 ①
公共事業と経済の接続における最新の変化。　②地域的再生可能エネルギー事業の役割。　③分権化の進展によ
る 環境政策展開の可能性。(１)(２)の研究成果の一部は、碇山洋編『日本における環境政策形成をめぐる諸問
題』に収められた。

研究成果の概要（英文）：(1)Study on the evolution of environmental polcy: 1)The sgnificance of 
Miyamoto Kenichi's environmental theoly; 2)The interaction between the law theory and the 
environment policy; 3)The influence of the evolution of regional policy on environment policy; 4)The
 interaction between the evolution of community polcy and the environmental policy.
(2)Study for the next stage of the evolution of environment policy: 1)The connection of public works
 to the economy; 2)The environmental effect of the local reproductive enery business; 3)The 
interaction between the decentralizaition and the evolutoin of environmental policy.  

研究分野： 財政学

キーワード： 環境政策

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　水俣病に代表される激甚型公害から気候危機などの地球規模の環境問題まで、個別の問題とそれらの連関から
環境政策の展開を論じた先行研究は少なくないが、環境政策形成史を時代貫通的に（縦軸）また学際的に（横
軸）研究したものはほとんど皆無であった。
　本研究の成果の主な意義は、以下のようなものである。①激甚型公害からアメニティ問題までを連続的にとら
える宮本憲一氏の方法を、環境経済学のみならず法学、自治論、教育学などにまで拡張し、学際的な環境政策形
成史研究の基礎を構築した。②それによって、個別分野の研究においても新たな展開をみることができた。③い
くつかの分野で、今後の環境政策への示唆を得ることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
わが国の公害研究は、1960 年代、宮本憲一氏を先駆者として開始された（『恐るべき公害』 共

著、1964 年など）。当時、公害・環境問題は国際的にも新領域（Ｋ.Ｗ.カップ『私的企業と社会
的費用』1959 年など）であったため、日本の公害・環境問題研究は、宮本氏をはじめとする研
究グループによって開拓的に進められることとなった（宮本『社会資本論』1967 年、都留重人
『公害の政治経済学』1972 年など）。 
  四大公害裁判に前後して、後続の研究者が輩出するようになり、この分野の研究は大きく前 
進することとなった。他方で、公害問題を、四大公害にみられるような激甚な人的被害にのみ限
定する傾向も一部にあったが、ここでも理論的な突破口を開いたのは宮本氏であった。宮本氏は、
公害問題とアメニティ問題を連続的なものとしてとらえ、それら総体を人類の生存条件そのも
のの破壊としてとらえる方法論を確立したのである。この方法論は、「維持可能な内発的発展」
概念に結実しており（宮本『環境経済学』1989 年、新版 2007 年 ）、さらに環境再生論へと発
展しつつある（碇山洋・井上典子「ポーデルタ地方の湿地環境再生事業にみる環境再生型地域開
発」1996 年、除本理史ほか編著『環境再生のまちづくり』2008 年など）。 
こうした理論・政策論の発展に応じて、大筋、激甚型公害対策→環境政策→環境政策的地域政

策へと環境政策は展開してきたのであるが、個別政策間の接続や、関連する諸問題・諸政策と環
境政策の相互連関・相互作用についての時代史的研究は非常に手薄な状態であった。この状況を
乗り越えるためには、戦後初期から今日までの環境政策形成の動態を、多分野の研究者によって
学際的に研究する必要があった。 
以上のような状況において、現時点の到達点である『戦後日本公害史論』（2014 年）につなが

る宮本氏の方法論を導きの糸として環境政策形成史論を構成し、公害・環境論、環境再生論を理
論的・政策論的に進化・発展させる基盤をつくることが求められていた。  
 
２．研究の目的 
 
（１）宮本憲一氏収集資料の整理・データベース化 
 宮本氏の戦後初期からの収集資料は、公害・環境問題、環境政策関連に限っても、さまざまな
データ、審議会などの会議資料や答申原案、保存期間を過ぎた行政資料、市民団体の発行物・会
議資料など、いまや他では入手が不可能な資料を多く含むきわめて価値の高いものである。しか
しながら、その点数の膨大さと資料の性格の多様性のために、整理が不十分であり、宮本氏以外
の者にとっては利用が非常に困難な状態であった。 
 本研究では、環境政策形成史研究での利用のために、まず宮本氏収集資料を整理しデータベー
ス化することを目的とした。 
 
（２）環境政策形成史に関する研究 
本研究は、現時点の到達点である『戦後日本公害史論』（2014 年）につながる宮本氏の方法論

を導きの糸として環境政策形成史論を構成したうえで、公害・環境論、環境再生論を理論的・政
策論的に進化、発展させることを目的としたものである。  
より具体的には、以下の４点である。①上記の公害・環境問題関連資料を活用して、公害・環

境問題の歴史的変化とそれに対応する環境政策の展開過程を理論的、政策論的に整理し、日本に
おける環境政策形成史の全体像を明らかにする。②そのうえで、環境政策の歴史的文脈に沿った
今日的環境政策とくに環境再生政策を理論的、政策論的に構成する。③水俣病に代表されるよう
な激甚型公害の解決とアメニティの維持・再生を連続的にとらえる方法の展開を試みる。④環境
問題・環境政策の学際的研究のあり方を検討する。 
 
３．研究の方法 
 
経済学、財政学、法学などによる学際的研究であり、宮本氏による「容器の経済学」の方法を 

各分野の研究および学際的研究に応用するとともに、アメニティ問題と激甚型公害問題を連続 
的・総体的に把握し、維持可能な内発的発展をめざす方法をとることを特に重視した。 
 
（１）宮本憲一氏収集資料の整理・データベース化 
 順次、分類を進めつつも、膨大な数の分類不可能な資料が含まれていることから、アーカイブ
の独自の方法を開発することとした。そのために、国文学研究資料館などの専門家へのインタビ
ューや、あおぞら財団、イタイイタイ病資料館などのアーカイブの視察を行った。 
 
（２）環境政策形成史に関する研究 
 ①研究アプローチによる研究班の組織と構成 
 学際的研究の前提となる個別分野での研究を進めるために、以下のような班を編制し、公害・
環境問題史、環境政策史を整理・検討した。 
 全体総括：碇山洋 
環境経済学的・環境政策論的アプローチ：寺西俊一、永井進、野田浩二、諸富徹、市原あかね、



除本理史 
 地域経済論的・地域政策論的アプローチ：中村剛治郎、佐無田光、碇山洋 
 財政学的・地方財政論的アプローチ：川瀬光義、入谷貴夫、武田公子、碇山洋 
 法学的アプローチ：吉村良一、大久保規子 
 資源論的アプローチ：山下英俊、市原あかね 
 自治論的アプローチ：菊本舞、武田公子 
 教育学的・福祉論的アプローチ：土井妙子、尾崎寛直 
  （市原あかね、除本理史は連携研究者） 
 
 ②学際的研究の展開 
ａ）複数の班合同（たとえば地域経済論・地域政策論班と法学班）での資料分析。ｂ）班の組

み合わせを順次かえての資料分析、ｃ）全班合同での資料分析。このような進め方によって、各
アプローチからの研究の単なる寄せ集めではなく、学際的な研究の成果を得ることを企図した。
ｄ）班を適宜組み合わせた、宮本氏収集資料の活用による日本における環境政策形成史の再構成。 
宮本『戦後日本公害史論』で割愛されまたは欠落している問題、十分に議論が展開されていな

い問題を学際的に明らかにすることを特に重視した。 
 
 ③全体を通じての方法 
 、『社会資本論』（改訂版、1976 年）、『都市経済論』（1980 年）、『現代資本主義と国家』（1981 
年）、『環境経済学』（新版、2007 年）の一連の主要著作にしめされた、宮本氏の「容器の経済学」
の方法の継承を強く意識して研究を進めた。すなわち、容器としての環境、人間社会から容器へ
の作用としての環境改変・環境破壊、容器から人間社会への反作用としての環境問題、容器への
再反作用としての環境政策という把握方法である。このことによって、経済や法、福祉、自治と
いった「容器の内容物」の固有の運動とその相互作用が有機的に、学際的研究の対象として、把
握されることになる。 
 
４．研究成果 
 
（１）宮本憲一氏収集資料の整理・データベース化 
独自に開発した「可塑型・初期化可能型アーカイブ」の手法で、資料のデータベース化を完了

した。 
可塑型・初期化可能型アーカイブでは、個々の資料に記号・番号をつけてファイルボックスに

収納するところからはじめて、ボックス間の資料の移動、記号・番号の付け直しなどをデータベ
ースに記録するとともに、資料の「物理的な状態と移動」をすべてデジタルカメラで撮影し記録
しておく。こうすることによって、分類に不都合があることが判明したときには、いつでもひと
つ前、ふたつ前と、前の段階にもどることができる。これを繰り返せば、極端な場合、いちばん
はじめの段階にもどって（初期化して）最初から作業し直すことさえ可能である。また、こうし
ておけば、将来、よりよい整理・データベース化の手法が開発されたときには、そちらに変更す
ることも可能になる。 
 
（２）環境政策形成史に関する研究 
主に以下のような領域で成果を得ることができた。  
①環境経済学・環境政策の発展過程における「宮本経済学」の意義。 
②激甚型公害をめぐる法理論と実務の協働が環境政策の発展をうながした動態。 
③地域問題の質的変化に対応する新たな地域政策の展開過程が環境政策に及ぼす影響。  
④国内外におけるコミュニティ政策や住民参加制度の発展と環境政策の形成過程の質的

変化との相互作用。 
 環境政策形成史に関する先行研究は、各学問分野に固有の方法によるアプローチからの
ものがほとんどであったが、環境経済学、地域政策論、自治論、財政学、法学など社会科学
の多分野の研究者による学際的研究により、分野横断的・年代縦断的に上記のような成果を
得ることができた。 
 
（３）環境政策形成史研究を土台とした、今後の環境政策の展開に関する研究 
主に以下のような領域で成果を挙げることができた。 
①環境問題への寄与度の高い公共事業と経済の接続における最新の変化。 
②地域的再生可能エネルギー事業が環境保全に果たす役割。 
③分権化の進展による 環境政策展開の可能性。 
 
研究成果の一部は、「『環境と公害』市民公開セミナー・宮本憲一文庫と環境研究の継承」



（2019 年 11 月 10 日・金沢大学サテライトプラザ）で発表され、碇山洋編『日本における
環境政策形成をめぐる諸問題』（金沢大学人間社会研究域附属地域政策研究センター、2020
年）に収められている。 
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ガルブレイスの社会的アンバランス論”

環境経済・政策学会編『環境経済・政策学事典』 640‐641

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
永井進 なし

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
地域での生活を支えるコミュニティビジネスの担い手に関する一考察

『地域経済』 1ｰ10

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
菊本舞 38

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
『政策の失敗』の政治経済学

『水資源・環境研究』 88-92

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
野田浩二 31（2）

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
沖縄の環境と人権

『国際人権』 45-49

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
大久保規子 29

 １．著者名



2018年

2018年

2018年

2018年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
日本が進めるインドネシアにおける石炭火力発電所開発

『環境と公害』 52-55

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
山下英俊 47(4)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
農山村地域からのエネルギー転換

寺西俊一・石田信隆・山下英俊編『農家が消える――自然資源経済論からの提言』みすず書房 223-260

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
山下英俊 なし

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
新たな大気汚染公害被害者救済制度はなぜ必要か

『日本の科学者』 26-31

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
尾崎寛直 53(5)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
基地による経済的自立の阻害は許せない！

宮本憲一・白藤博行編『翁長知事の遺志を継ぐ』 43-51

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
川瀬光義 なし

 １．著者名



2018年

2018年

2018年

2018年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
インバウンドによる地域活性化に関する研究

地域経済 29－49

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
箕浦之治、菊本舞 37

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ドイツにおける自治体雇用公社と中間的労働市場

彦根論叢 76ｰ90

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
武田公子 (415)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
災害対応と自治体基金

都市問題 72-80

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
武田公子 109(2)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
再生可能エネルギーの市場化と地域貢献をめぐる課題――ドイツの市民風力発電事業を事例として

環境と公害 28-32

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
山下英俊・渡辺重夫 48(1)

 １．著者名



2017年

2017年

2018年

2017年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
「社会保障財源」をどのように考えるか

医療・福祉研究 12-16

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
碇山洋 (26)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
沖縄振興一括交付金の構造

彦根論叢 60-73

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
川瀬光義 (415)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
地方自治法70年と自治体行財政

住民と自治 14-17

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
川瀬光義 (653)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
人口減少時代における地域経済のあり方 :－－新しい国土計画への地方からの提言

地域経済学研究 64-67

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
入谷貴夫 (33)

 １．著者名



2017年

2017年

2017年

2018年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
現代地域経済学の構築を求めて（1）

龍谷政策学論集 19-34

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
中村剛治郎 7(1･2)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
福島原発事故賠償の課題

法律時報 53ｰ58

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
吉村良一 89(8)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
福島第一原発事故について国の責任を認めた群馬訴訟判決

法学教室 52-56

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
吉村良一 (441)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
福島原発事故賠償集団訴訟群馬判決の検討

環境と公害 59ｰ64

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
吉村良一 46(4)

 １．著者名



2017年

2017年

2017年

2017年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
日本のエネルギー政策をめぐる現状－「原発ファースト」から「再エネファースト」への転換を

月刊自治研 18-27

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
諸富徹 59

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
関係性のなかで自治制度を捉える－－長野県飯田市の地域自治組織を事例として

地方自治 2-23

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
諸富徹、八木信一、荻野亮吾 (835)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Japan’s Shift to Territoriality in 2009 and The Recent Corporate Tax Reform

Pittsburgh Tax Review 173-217

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Morotomi,Toru 14(2)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
鉱害・金属リサイクル・理想鉱山都市－－秋田県小坂鉱山と久原房之介の思想・行動

経済論叢 179-197

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
諸富徹 191(2)

 １．著者名



2017年

2018年

2018年

2018年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
農業再生と地方経済

「水土の知」を語る 5-51

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
佐無田光 4

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
多国籍企業課税と海外子会社利潤『領土内所得課税』方式への移行に関する日米比較研究

彦根論叢 10-27

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
諸富徹 (415)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
地域発エネルギー自治の先進性－－根幹を成す住民自治

住民と自治 16-25

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
諸富徹 (637)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
再エネで稼いで地域を豊かにする－エネルギー自治の新しい可能性

都市問題 4-9

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
諸富徹 108

 １．著者名



2018年

2018年

〔学会発表〕　計19件（うち招待講演　1件／うち国際学会　3件）

2018年

2018年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

韓国地方財政学会

日本地方自治学会2018年研究大会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

川瀬光義

佐無田光

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

日本の大都市制度について－政令指定都市を中心に

北陸新幹線後の金沢経済の分岐点－観光化する地域の論点

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
水俣における公害教育－－水俣芦北公害研究サークルの活動に着目して

金沢大学人間社会研究域学校教育系紀要 81-92

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
土井妙子 10

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
地域における再生可能エネルギー利用の実態と課題

一橋経済学 49-95

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
山下英俊、藤井康平、山下紀明 11(2)

 １．著者名



2019年

2018年

2018年

2018年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本地域経済学会西日本支部2018年度第2回研究会

市民版環境白書『グリーン・ウォッチ2018』発刊記念シンポジウム

環境法政策学会2018年度学術大会

平成30年度環境法研究会定例研修

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

佐無田光

大久保規子

大久保規子

大久保規子

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

参加原則の国際的展開と日本の課題

環境問題における参加権の新展開－ラテンアメリカ諸国の事例から

地域政策の展開と「地域の価値」の政策論

欧州における環境ＮＧＯへの公的資金助成



2019年

2018年

2018年

2018年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本環境会議一般公開セミナー「公害の原点から考えるＳＤＧｓ」

II San Francisco Basin Symposium（国際学会）

第14回水俣病事件研究交流集会

第4回原発と人権全国交流集会

 ３．学会等名

大久保規子

尾崎寛直

尾崎寛直

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

大久保規子

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

環境ガバナンスの観点から見たＳＤＧｓ

Collaborative River Management in Japan

『もやい直し』の現代的意義を再考する

放射能汚染による健康被害者の援護制度構築に向けて－被爆者援護制度からの教訓とヒント

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名



2018年

2018年

2017年

2017年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

第2回トヨタ財団助成研究共同研究会

日本教育方法学会第54回大会

 ２．発表標題

尾崎寛直

土井妙子

菊本舞

 ３．学会等名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ３．学会等名

 ３．学会等名
日本地域経済学会西日本支部研究会

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年
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